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１ 法人の概要

（１） 法人の目的

学校法人山梨英和学院は、教育基本法及び学校教育法に従い、キリスト教の信仰に基づく人

間形成の学校教育を行うことを目的としています。(寄附行為)

各設置学校の目的

大学 教育基本法及び学校教育法の規定するところに従い、キリスト教の信仰に基づ

き広く知識を授け、深く専門の学芸を教授研究するとともに、知的、道徳的及

び応用的諸能力を展開させ、もって国際的視野に立つよりよき社会人としての

人間形成を行うことを目的としています。(学則)

大学院 教育基本法及び学校教育法の規定するところに従い、キリスト教の信仰に基づ

き、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究め、もって国際的視野に

立って文化の進展と地域社会への貢献に寄与することを目的としています。

(学則)

中学校・高等学校

学校法人山梨英和学院寄附行為第４条に基づき設立され、教育基本法及び学校

教育法に従い、女子に中等普通教育（高等普通教育）を施し、キリスト教によ

る人格の陶治と、平和を愛し、自由を尊び、献身奉仕の精神に富む国民を育成

することを目的としています。(各学則)

※括弧内は、高等学校学則

こども園（カートメルこども園・ダグラスこども園・プレストンこども園）

就学前の子どもに関する教育・保育の総合的な提供の推進に関する法律第９条

び第１０条の規定に基づき、キリスト教による幼児の教育・保育を行い、良い

環境の中でその心身の発達を助長することを目的としています。(園則)

校 訓

学校法人山梨英和学院が設置する各学校共通の校訓は、｢敬神｣･｢愛人｣･｢自修｣です。

｢敬神（神様ありがとう）｣とは、神を敬うことです。

｢愛人（人には親切）｣とは、自分を謙虚にさせる他者への思い・人を愛することです。

｢自修（自分のことは自分で）｣とは、自分自身を磨き､深め、成長させることです。

※括弧内は、幼稚園児用の表現です。

建学の精神・設立趣旨

山梨英和学院は、明治２２年（１８８９年）まだ女子教育の重要性が殆ど自覚されていな

かった山梨県において、すでに熱心なキリスト教信仰を与えられていた市民の有志が、当

時カナダの教会によって東京と静岡に設立されていた学校（東洋英和と静岡英和）に続い

て、甲府にも新しい時代の国際社会の中で活躍しうる女性の育成を目的とする学校設立の

事業に対して、同じ教会の女子宣教会に支援を求めて発足したものです。

教育理念

山梨英和学院は、キリスト教信仰に基づく人間愛と国際友好の精神に満ちた自立的人間の

育成を「教育理念」としています。
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（２） 法人の沿革

山梨英和学院は、山梨県下最初の女子教育機関として、カナダ婦人ミッションと数名のキリスト者青年実

業家との協力により設立された学校であり、東洋英和女学院（１８８４年創立）、静岡英和女学院（１８８７年

創立）とともに、カナダ・メソジスト教会を母体とする三英和の一つです。

1889(明治22)年 4月 新海栄太郎と県下有志及びカナダ婦人宣教師団の協力により「山梨英和女学校」

が認可設立される。

1889(明治22)年 6月 ６月１日甲府市太田町｢佐渡屋｣にて開校、修業年限３カ年と定める。

1889(明治22)年11月 開校式を挙行する。

1891（明治24）年10月 甲府市百石町に校舎完成移転する。

1906（明治39）年11月 甲府市愛宕町に新校舎完成移転する。

1911（明治44）年 4月

1939（昭和14）年 3月 設置者を「財団法人山梨英和女学校」とする。

1941（昭和16）年 4月 校名を戦時体制下の要請に応じ「山梨栄和女学校」に変更する。

1943（昭和18）年 4月 中学校令に基づき「山梨栄和高等女学校」とする。

1947（昭和22）年 4月 「山梨栄和中学校（新制）」を設置する。

1948（昭和23）年 3月 設置者を「財団法人山梨栄和学院」とする。

1948（昭和23）年 4月 「新制山梨栄和高等学校」を設置する。

1949（昭和24）年 4月 「山梨栄和幼稚園」を再開園する。

1950（昭和25）年 4月 「韮崎栄和幼稚園」を設置する。

1951（昭和26）年 4月 設置者を「学校法人山梨栄和学院」とする。

1958（昭和33）年11月

に改名する。

1966（昭和41）年 4月 「山梨英和短期大学（国文科・英文科）」を設置する。

1968（昭和43）年 4月 「石和英和幼稚園」を設置する。

1969（昭和44）年 4月 短大の学科名称を「国文学科（旧国文科）」、「英文学科（旧英文科）」に変更する。

1986（昭和61）年 4月 山梨英和幼稚園を甲府市上町に新築移転する。

1991（平成 3 ）年 4月 短大に「情報文化学科」を増設する。

1996（平成 8 ）年 4月 短大を甲府市横根町に新築移転する。

同 高等学校を旧短大校舎に移転する。

1999（平成11）年 4月

ニケーション学科（旧英文学科）」に変更する。

2001（平成13）年 4月

同

2002（平成14）年 4月

同

2004（平成16）年 4月

2004（平成16）年 5月

2013（平成25）年 4月 石和英和幼稚園に保育部を設置し、幼稚園型認定こども園の認定を受ける。

2015（平成27）年4月 石和英和幼稚園を廃止（2015年3月）し、「認定こども園山梨英和プレストンこども園

を設置。山梨英和幼稚園を「認定こども園山梨英和カートメルこども園」に、韮崎英和

幼稚園を「認定こども園山梨英和ダグラスこども園」に名称変更する。

2017（平成29）年4月 ｢幼稚園型認定こども園山梨英和カートメルこども園｣及び｢幼稚園型認定こども園山

梨英和ダグラスこども園｣を廃止(2017年3月)し、子ども子育て支援制度による幼保連携

型認定こども園｢幼保連携型｢幼保連携型認定こども園山梨英和カートメルこども園｣

及び｢幼保連携型認定こども園山梨英和ダグラスこども園｣を設置する。

「山梨英和女学校付属幼稚園」を設立する。（～1946(昭21).6）

短大の学生募集を停止する。

「山梨英和短期大学」を廃止する。

短大の学科名称を「日本文化コミュニケーション学科（旧国文学科）」、「英語コミュ

「山梨英和大学大学院人間文化研究科臨床心理学専攻（修士課程）」を設置する。

短大を男女共学とする。

石和英和幼稚園を隣接地に新築移転する。

「山梨英和大学人間文化学部人間文化学科」を設置する。

設置者を「学校法人山梨英和学院」に改名し、各設置学校名を創立以来の｢英和｣
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（３） 設置する学校・学部・学科の名称及び入学定員と学生･生徒・園児数
（単位 人）

学校名 学部等 学科等 開設年度

山梨英和大学 大学院 人間文化研究科
平成16
（2004）

12 29

人間文化学部 人間文化学科
平成14
（2002）

250 578

262 607

山梨英和高等学校 全日制課程 普通科
明治22
（1889）

200 315

山梨英和中学校
明治22
（1889）

200 190

幼保連携型認定こども園山梨英和カートメルこども園
平成29
（2017）

200 110

幼保連携型認定こども園山梨英和ダグラスこども園
平成29
（2017）

100 89

幼保連携型認定こども園山梨英和プレストンこども園
平成27
（2015）

165 138

1,449

（注） 入学定員、編入学定員、学生等数は、2017年5月1日現在である。

所在地

○山梨英和大学（大学院、人間文化学部）

〒400-8555 山梨県甲府市横根町888番地

○山梨英和高等学校

〒400-8507 山梨県甲府市愛宕町112番地

○山梨英和中学校

〒400-8507 山梨県甲府市愛宕町112番地

○山梨英和カートメルこども園

〒400-0831 山梨県甲府市上町1740番地

○山梨英和ダグラスこども園

〒407-0014 山梨県韮崎市富士見二丁目2番25号

○山梨英和プレストンこども園

〒406-0036 山梨県笛吹市石和町窪中島190番地2

学生等数

小 計

―

入学定員 編入学定員

―

3年次 20

合 計
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（４） 役員・評議員・教職員の概要

【役員・評議員】 （2017年5月1日現在)

(単位 人)

理事 うち、常務理事６人

監事 うち、常勤監事０人

評議員

【教職員】 （2017年5月1日現在)

(単位 人)

山梨英和大学

山梨英和中学校･高等学校

山梨英和カートメルこども園

山梨英和ダグラスこども園

山梨英和プレストンこども園

山梨英和学院法人本部

※兼務職員には学校医等の人数を含める。

区 分

15

2

31

定数 現員

31

2

役
員

15

備 考

兼務

8 6 24

計

73

区 分

4 15 0 4 4 19

14 50

うち、理事を兼ねる評議員１５人

4 7 21

35 38 3 20 38

兼務 本務 兼務 本務

教員 職員

本務

0

198

29 59 21

3

58

計

17 1

53 112

77 3

80 145 32

6

0 0

6 16
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２ 事業の概要

事業の結果・進捗状況・今後の課題。

Ⅰ 大 学

○ はじめに

２０１７年度予算の策定に当たっては，予算編成方針に示された『「入るを量りて出ずるを制

す」の経営の基本原則を徹底し，ゼロベースを基礎とした経費の見直しを行い，部門ごとに事

業活動収支の均衡を図ること』という理事会の経営方針を遵守すべく，大学においては，２０

１４年度以来の学生数減による収入減の現状に鑑み，収支バランスの均衡を図ることを大前提

とし，①支出項目・内容の見直し，②個別事業等の検証に基づく不要不急費の削減，③受益者

負担の原則化，等に基づき支出削減等よる収支均衡を目指し，２０１７年度予算原案を策定し

た。

しかし，２０１７年度当初予算においては，入学者の急激な減少，旧カリキュラムへの対応，

老朽化設備への対応等に係る諸経費を最低限確保する必要性から，７７０万円超の単年度支出

超過となり，加えて，喫緊の最重要課題である入学者確保に向け９月理事会での承認を受け，

最大で総額２，３６０万円の入試広報緊急対策を講ずるものとし，大幅な単年度支出超過が見

込まれた。決算見込み積算においては，奨学費支出の減少，人件費支出の減少，予算配布額の

調整（運営費８５％配付，教員研究費半減に加え９０％配付），私立大学等改革総合支援事業の

採択，不要不急費の削減・見直し等により，１，０００万円超の単年度支出超過に改善（回復）

することが見込まれたところであったが，経常費補助金の大幅な減額内示があったことから，

非常に厳しい状況となった。

なお，教職員が一丸となり，入試広報緊急対策等の実行により，２０１８年度入学生確保に

全力で邁進したところである。

以下に，２０１７年度事業計画に記した主要計画等についての実績を報告します。

□ 教育及び研究関係

（１）重点事業

教育研究環境の充実・発展の基本となる財源の確保（つまり入学者の確保）と共に業務の合

理化・効率化を最重要事項として位置付け，また，新学長の「改革」構想（「選択と集中」，

「少子高齢化，地方創生，国際化への対応」）を念頭に置き，諸活動を行った。なお，２０１

７年度においては，大学に係る次の重要な決定を行った。

① 前年度２月教授会及び３月理事会・評議員会において入学定員変更を決し，２０１７年５

月２４日に開催した教授会及び２０１７年５月２６日に開催した理事会において，２０１

８年度から入学定員を１５５名（編入学定員１０名）に改めることを目的とする山梨英和

大学学則の一部改正を決定した。

② ２０１７年１０月１８日に開催した教授会及び２０１７年１１月２４日に開催した理事会
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において，「選択と集中」を踏まえ，教育職員免許法・同施行規則の改正及び再課程認定（担

当教員の業績，シラバス確認等）に係り，改正後の教職課程において「これからの学校教

育を担う教員の資質能力向上に向けて，より実践的指導力のある教員を養成すること。」

が求められ，現状体制では人事手当等が困難であること等から，２０１９（平成３１） 年

度入学生から教職課程〔高等学校教諭第一種免許状（英語・国語・情報），中学校教諭第

一種免許状（英語・国語）〕を廃止することを決し，２０１８年３月２３日に開催した理

事会・評議員会において正式に決定した。（再課程認定申請を行わないことにより，２０

１８年度以前入学者の教職課程履修学生の卒業をもって廃止となる。）

〔当該年度の計画〕

（イ）新カリキュラムの充実・展開

① 「サイコロジカル・サービス」，「グローバル・スタディーズ」，「メディア・サイエンス」

の「３領域制」に係る授業科目については，１年次生対象科目に加え，２年次生対象科目

を開講し，１・２年次において習得するフルーエンシー科目の充実・発展を図り，基礎能

力・人間力の教育を行い，専門の学びへと繋げた。

② ２０１６年度から導入した，４学期制（１クォーターを約２か月間，８回又は１６回の授

業で構成し，個別の授業科目の教育効果等を踏まえ，週１回又は２回の授業を行う。）の検

証・改善を踏まえ，留学，ボランティア等の多彩な活動を可能なものとするカリキュラム・

学年暦を作成した。また，海外留学等を支援することを目的として，２０１８年度から休

学した場合の学費を従前の授業料の半額から，在籍料（年額１２万）に改めた。

③ 在学生（３年次生以上）にあっては，旧カリキュラムを適用することから，必要な読み替

え等を行い対応した。

（ロ）「地（知）の拠点整備事業」（ＣＯＣ＋）

① 地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）は，①山梨大学を中心とする県

内全１１大学と県外大学（横浜市立大学），自治体（山梨県，甲府市他１６市町村），団体

（山梨県商工会議所連絡会他１１団体）等の連携による地の拠点形成，②大学間連携によ

る「やまなし未来創造教育プログラム」の提供，③「みらいサロン」等による教育プログ

ラムの充実と新規事業化支援，④就職マッチングの強化を目的として，２０１５年から５

か年にわたり文部科学省の補助金事業として行われる。ＣＯＣ＋事業は，「やまなし地方創

生会議」の下に「ＣＯＣ＋事業実施委員会」，「事業実施委員会幹事会」，「コース別運営会

議」，「インターンシップ・就職マッチング実施準備委員会」が置かれ，また，「大学コンソ

ーシアムやまなし」と連携して運営されるため，本学としても参加校の一員として委員等

を選出・派遣し，協力した。また，２０１６年度から行われたＣＯＣ＋と甲府市「こうふ

フューチャーサーチ普及促進事業」との連携事業である「未来計画研究社」については，「社

員（プロジェクト・メンバー）」としてエントリーした２８名（単位取得希望者２５名）の

学生が，地元中小企業，市町村及び団体と協働し,「いのちを守る山梨県民運動推進会議（い

のちを守る山梨県民運動推進会議）」,「KAISTYLE 検証プロジェクト（甲斐市）」,「日本酒

の新たな市場への情報発信（山梨県酒造組合）」,「遊亀（ゆうき）公園で楽しいお茶の時

間を提案する（株式会社菱和園）」，「山梨市アグリツーリズムデザインプロジェクト」等２
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４の「Ｍｉｒａｉプロジェクト」に参加して成果をあげ，多様な交流の促進や人材育成を

進めた。

② 本学は，ＣＯＣ＋を推進し，実践的教育カリキュラム及びインターンシップを行うことに

より，学生が地域への愛着や地元企業への理解を深めることを通じて，学卒者の地元定着

を図る教育に取り組むものとした。また，２０１７年度は，１年次生及び２年次生がＣＯ

Ｃ＋のコース修了対象学生となるため，各コースともより地域教養科目・専門基礎科目等

の教育プログラムを充実し，未来を創る「力」を育むものとし，コースに関連した施設・

機関におけるインターンシップ先の開拓等を継続して行った。

③ 本学は，ＣＣＲＣコースの幹事校として，また，子育て支援コースの協力校として，単位

互換を含む教育プログラム，その他地域との対話の場「みらいサロン」やシンポジウムの

開催，先進地域・施設の視察，等の事業を計画・実施し，地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）

を推進した。

④ 以上のＣＯＣ＋関連活動，その他の地域貢献活動，ボランティア活動等については，担当

する教員のみならず参加する学生にも人的な限りがあるため，山梨県，甲府市及びその他

包括的連携に関する協定を締結している自治体等との活動に対象を絞り，効果的・教育的

な活動を行った。

（ハ）組織改革

① 学長の「改革」構想，学長ガバナンス担保，業務の効率化，経費削減等の観点から，組織

の見直し，改善・改革に着手し，次の諸策を実施・決定した。

・ 学長特別補佐を置かないものとした。

・ ２０１８年度からの大幅な組織改革を行った。（領域長の位置付けを見直し領域運営会議

を設置する。副学長に代え各事務部署に担当長を配置する。大学経営を協議するため学

長・副学長会議に代え大学経営協議会を設置する。他）

② 大学の直面する財政再建，学生確保等の喫緊の諸課題及び大学ガバナンス改革の推進への

助言・指導を求めることを目的として大学運営及び大学経営に高い見識を有する顧問２名

（山梨英和学院財務顧問兼任）を委嘱した。

③ 学生サービス部との連携による外国人留学生の留学生相互・日本人学生との交流促進，外

国人留学生の修学，生活上の指導・助言の充実等のために国際交流室及び国際交流室長を

置き，また，国際交流室運営委員会を設けた。

④ 教員が一丸となり，何らかの大学業務を担う体制の構築及びそれに伴う事務組織の再編成

（入試・広報体制及び就職支援体制の強化並びに人員配置）等についても，協議・検討を

行った。

（二）大学基準協会による認証評価結果への取り組み

① 公益財団法人大学基準協会における認証評価結果における，各基準の概評及び提言（改善

勧告１件・努力課題４件）を真摯に受け止め，ＰＤＣＡサイクル等の方法を適切に機能さ

せることによって，大学評価・改革推進会議，ＦＤ・ＳＤ活動等を通して必要な改善を推

し進めた。

② ２０１９年７月末日が提出期限である改善勧告１件・努力課題４件に係る改善報告書への
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対応を短期的及び中・長期的に行った。なお，収容定員変更関係については，大学評価・

改革推進会議，大学運営評議会等において，必要教員数，学生確保の見通し等を踏まえ，

十分に協議・検討を行い，前年度２月教授会及び３月理事会・評議員会において入学定員

変更を決し，２０１７年５月２４日に開催した教授会及び２０１７年５月２６日に開催し

た理事会において，２０１８年度から入学定員を１５５名（編入学定員１０名）に改める

ことを目的とする山梨英和大学学則の一部改正を決定し，２０１８年５月３１日付けで遅

滞なく文部科学省への学則変更届出を行った。

③ ２０１７年７月２８日に行われた文部科学省学校法人運営調査に係り，中長期計画（将来

ビジョン・構想・財務計画等，類する書類）の事前提出が必要となったこと及び私立大学

等経営強化集中支援事業（タイプＢ）申請に係り経営改善計画（財務上の数値目標・達成

時期を含む中長期計画）の策定・提出が必要となったことから，理事長の下で法人本部及

び大学，中・高，こども園に係る当面の山梨英和学院中長期計画を策定・提出し、また，

１１月定期理事会において，山梨英和学院経営計画委員の設置が承認されたことから，引

き続き，学院として中長期計画，経営改善計画の策定に取り掛り，２０１８年３月２３日

に開催した理事会・評議員会において，「山梨英和学院中長期経営計画」として正式に決

定した。なお，「山梨英和学院中長期経営計画」は，認証評価結果において，提言（努力

課題）のひとつとして挙げられた「系列校を含めた法人全体で財務計画を策定すること等」

への改善ともなる。

（ホ）教員研究費等について

教員研究費については，大学の厳しい財政状況，昨今の国公私立大学の状況等を踏まえ，競

争的研究資金獲得の推進等を図り交付額の半減に加え，１０％の予算配布の留置きを行った。

〔今後の（中・長期的な）計画〕

① 公認心理師法及び文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課及び厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部精神・障害保健課から示された「公認心理師のカリキュラム等について」

等の定めに基づいた公認心理師のカリキュラムを策定し，現行の臨床心理士カリキュラム

に加え，２０１８年度から適用するものとした。

② 新カリキュラムの実行・検証・改善，ＣＯＣ＋の継続的推進，ＩＣＴ支援の検証・改善等

を図った。

③ 大学基準協会による認証評価結果時に付された指摘事項に係り，２０１９年７月までに「改

善報告書」の提出を行う必要があることから，改善計画等の策定・実施・改善を行った。

（２）人 事

〔当該年度の計画〕

① ２０１７年度の財政状況等踏まえ，教育の質的維持を図ることを前提として，社会的な要

請等を考慮し慎重かつ厳格に行った。

② ２０１６年度末退職教員（学長，宗教主任を除く身分変更を含め５名）に係る欠員補充人

事にあっては，収容定員減員に伴う必要専任教員数と教育の質維持とのバランスを見極め，

英語教育の充実のために必要となる最低限度の補充人事として准教授１名の採用，身分変

更による特任准教授１名の採用人事に留めた。
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③ 専任職員の産前産後休暇・育児休業（２名）及び特別任用職員の退職（１名）等に係る欠

員補充人事にあっては，次世代を担う職員の育成の必要性と経費削減とのバランス等を見

極め，優秀な人材の確保（特別任用職員・臨時職員の採用）又は業務の外注化（業務の合

理化・効率化・派遣）等により，柔軟かつ慎重に対応するものとし，また，喫緊の課題で

ある学生募集の強化のための人員の確保等を次にとおり行った。

・ 入試・広報部及び学長室配置の特別任用職員２名の採用を行った。

・ 育児休業後の職務復帰を予定していた特別任用職員の退職に係り，臨時職員１名の採用

を行った。

〔今後の（中・長期的な）計画〕

今後の人事については，本学及び地方大学をめぐる厳しい社会状況を考慮した上で，本学に

とって有為な人材を確保すべく努力すると共に，次の諸策，方針を定めた。

① 人件費抑制のため，２０１８年度から専任教員の担当授業持ちコマ数を年間５コマから年

間６コマに改めた。

② 定員減員に係る設置基準に見合う教員数への調整については，任期満了となる助教２名の

雇止め，定年退職教員の身分変更による補充，退職者の不補充等により対応するものとし

た。また，２０１６年度末（身分変更を含め５名退職，２名補充）及び２０１７年度（身

分変更を含め４名）末の退職教員に係る欠員補充人事にあっては，身分変更による特任教

授１名，英語教育充実のための特任教授１名及び国語教育充実のための特任講師１名の採

用に留めたところ，年度末に３名の専任教員の割愛人事があったことから，２０１８年度

においては，大学設置基準上の２４名（学部２１名，教職２名，司書１名）の必要教員数

に特任任用教員を含め調整されることとなったため，今後の中長期教育計画，教育の質確

保等の観点から教員人事を慎重に行うものとした。

③ ２０１８年度の非常勤講師が担当する授業科目については，①等に関連した専任教員への

担当変更の可否，県外在住非常勤講師の県内在住者への担当変更の可否，カリキュラムの

検証，教育の質確保等の観点から，見直し，非常勤講師持コマ総数の削減を図るものとし

た。

④ 景気の回復，人手不足からの社会における給与・時給の上昇傾向，一般的な大学の将来性

に係る報道等から，次世代を担う優秀な特別任用職員，業務等の臨時職員の任用が難しい

状況となっているため，計画的募集，再雇用制度の活用，給与を含む待遇改善等を法人と

協議しながら総合的に検討する必要に迫られている。

□学生募集関係

〔当該年度（翌年度募集）の計画〕

① ２０１７年度の学生募集については，２０１７年 4月の 1年次入学生が９４名という結果を

真摯に受け止め，学生募集活動においては、オープンキャンパスの実施回数の増加、３月入

試の実施回数の増加、入試・広報部職員による高校訪問回数の増加、進学相談会の参加回数

の増加、教員による模擬授業の回数の増加、学生募集新企画（高校生談話室）の実施、資料

請求等登録者への情報提供の回数の増加等，効率を考えるより、募集増加の可能性のある事
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柄を着実に実施した。

② ２０１８年度の学生募集については，体制を立て直し，新学長の強いリーダーシップの下

で学生募集計画等の検証・改善を行い，全教職員が一丸となり，効果的な学生募集を行っ

た。

③ 広報費についても，当初予算において前年度比７００万円程度の重点予算配付を行い，経

費削減を大前提としつつも費用対効果を十分見極め，必要な所に，必要な情報が，必要な

時に，必要十分に伝わるような媒体，方策等を見極め，支出を行った。

④ 学生募集効果及び経済格差社会解消の一助として，本学がキリスト教の信仰に基づく人間

形成を建学の精神とし，敬神・愛人・自修を校訓として定める大学であることから、修学

意欲があるにもかかわらず，経済的事由によって本学への進学を断念している高校生に対

し，積極的に修学の機会を与えることにより，本学の理念・目的であるキリスト教人間教

育の精神を高揚するものとして，山梨英和大学花子特別奨学金を新設し、２０１８年度入

試において１名の採用を行った。

⑤ 入学者の急激な減少から，喫緊の最重要課題である入学者確保に向け，９月理事会での承

認を受け最大で総額２，３６０万円の支出計画により，次の入試広報緊急対策を講じたこ

とから，１３０名程度の１年次生入学者の確保が見込まれることとなった。なお，追加支

出総額については，広報媒体が限られたことから１，１００万円程度となり，当初額を下

回ったが，広報費重点配付及び入試広報緊急対策等により，広報全体として相応の効果を

得ることができた。

【入試広報緊急対策】

・ 新聞広告について（約５９万）

山梨日日新聞に一面突出し広告を年３回、８月、９月にオープンキャンパス案内、３月に

３月入試情報を掲出した。

・ 電車中吊等の広告について（掲出路線の追加約３１万）

１２月に４週間、本学紹介と一般入試情報を中央線、身延線、小海線、富士急行線に中吊

広告等を掲出した。

・ ラッピングバスについて（約１８４万）

山梨交通の敷島営業所車両（甲府市近郊巡回）にラッピングバス広告を掲出した。

・ リーフレットについて（約１４万）

関係各所、高校、教会、等に配布するためのリーフレットを作成（デザインを入試・広報

部で行い、印刷のみネット印刷に発注）し，広報訪問時，資料等送付時に利用した。なお，

理事・評議員各位にも関係各所への配付を依頼し，また，英語版も作成し，海外協定校等

に送付した。

・ 高校訪問について

学長が主要校を中心に２８校に学長就任の表敬訪問を行った。

教員が年間１０日の高校訪問を実施した。

入試・広報部職員が延べ４３日、県内高校年間訪問回数６回、諏訪・松本地区高校年間３

回の高校訪問を行った。
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・ 進学相談会について

教員が年間８回、入試・広報部職員が年間３４回の進学相談会に参加した。

・ 出張講義について

教員が年間２６回の出張講義を行った。

・ オープンキャンパスについて

８月の実施回数を４回に増やしたことで、参加者総数は前年を上回った。

・ 入試広報費の追加について（約７６６万）

現高校３年生追加広報として，各社のＷＥＢ企画及びＤＭ企画で約４１４万，新高校３年

生追加広報として、約３５２万の広報を実施した。

□施設・設備関係

〔当該年度の主な充実整備・修繕整備計画〕

（イ）教室・図書館関係

① ２０１５年度に続き申請した２０１６年度私立大学等教育研究活性化設備整備事業タイプ

１（教育の質的転換）が採択されたことから，２０１６年度に実施するラーニング・コモ

ンズとしてのゼミカフェ内の充実・整備（アクティブ・ラーニング及び憩いのスペースと

しての整備）については，音響対策，机・椅子の整備，学生用の印刷システム構築等の整

備計画中の，補助金減額により未執行となる部分については，学生のニーズ・満足度，財

政状況等を総合的に勘案し，２０１７年度予算の範囲内で慎重に対応した。

② ３０３教室（情報処理教室）は，当面，セキュリティーに十分留意した上で現状を維持す

るが，３０４教室（CALL 教室）については，２０１６年度に情報端末機（MacBook Air）

の全学生への貸与が完成年度を迎えたことから，一般教室（講義室）への転用を含め，学

生のニーズ・満足度，財政状況等を総合的に勘案し，引き続き検討するものとした。

③ 全学生へ貸与している情報端末機（MacBook Air）については、現行機種の廃止が発表され，

同等程度の後継機種（MacBook 12）への機種変更が余儀なくされる状況である。（３年次編

転入生用については，従来機の在庫で確保することができた。）機種変更に係り，本体価格

が上昇することとなるため，現行の教育充実に含めて徴収している運用費も含めた相当額

（年間４万円，総額１６万円）内での対応の可否について精査し，２０１８年度からの学

費改定等の検討を行い，据え置くものとした。

また，２０１６年度卒業生から，貸与している情報端末機（MacBook Air）の譲渡が行われ

ることとなるため，必要な手続等を定め実行するものとしたが，一部返却となる情報端末

機（MacBook Air）については，予備機への組入れ又は次のとおり売却等を行った。

・ ２０１３年度機（１５台）

本体を６月に６台を学生に，８月に９台（故障機）を業者に売却

・ ２０１４年度機（１７台）・２０１５年度機（１２台）の故障機

本体を３月に２９台（故障機）を業者に売却，アダプター１６組を学生に販売

④ ＩＣＴサポートデスクの運営については，学生の利用状況，情報メディアセンターとの連

携等を踏まえ，必要な見直しを行い，２０１８年度から外部委託の取りやめを含む，効果
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的・効率的運営を行うものとした。

（ロ）研究棟関係

各教員研究室，共同研究室及び会議室等の既存天井埋込型空調機については，２０１５年度

から部品が手配できないこと，既存機器の後継機種を導入した場合１部屋１台当たり１００

万円を超えること等から，２０１６年度以降，設置費用が半額以下である既存機器と同程度

の機能を備えた家庭用エアコンで代替（研究棟３階５室と２階１室の６室更新済み。）し，

利用可能な部品（２台分）を各教員研究室設置の既存機種の保守部品としで流用する方策を

講じた。

（ハ）基幹システムのクラウド化

２０１５年度に基幹システムのクラウド化を図ったことにより，経費の削減を図ることがで

き，サーバー室が不要となったことから，引き続き，サーバー室の転用・活用について検討

したが，改修費用から当面静観するものとした。

（二） その他の設備関係

① 研究棟を除く全棟に冷暖房を供給している吸収式冷温水発生機が老朽化により，冷暖房効

率が悪くなっており，必要以上の燃料を消費するため，年次計画により部分的オーバーホ

ール等により適切に保守・管理し，維持した。

② 経年による施設・設備の老朽化が進み，ここ数年で基幹設備（火災報知器，放送設備，上・

下水ポンプ，キューピクル（変電設備））の修理・交換を終えたが，今後も突発的故障等へ

の備えとして，予算化を図り保守・更新を行うものとした。

③ 収支の均衡を図るに当たり，不要不急経費の一層の節減に加え，光熱水費（２０１６年度

修正・補正後の教育研究経費光熱水費２４，９５７千円，管理経費光熱水費３，３８０千

円）の前年対比△１０％の目標を定め，節水・節電等の啓発活動，意識改革等を行い，不

要な照明の消灯，廊下等の照明の間引き等により，一層の削減を図ったが，猛暑，厳冬等

の気象状況から達成することは困難であった。また，教室などを含む蛍光灯の安定器の製

造縮小・価格上昇等の状況及び電気代削減の観点から，３月に点灯時間の長い法人本部を

含む事務棟事務室の全ての蛍光灯（６４ヶ所・１２４本）をＬＥＤ化し，節電を図ると共

に取り外した安定器を今後の保守用に充てるものとした。なお，３年程度で電気代の軽減

により工事費の回収が見込まれている。

④ 学内に設置している売店（コンビニエンス・ストアー）についても，利用者の減少から独

自での維持が困難となっているため，大学が相応の費用負担を行い運営を維持している状

況である。大学の費用負担額は，売店の売上げと相関することから，売上増加の一策とし

て事務用品，日用品等の一部について多少の価格差があるものの売店から購入することで

費用負担額の削減を図ったところであるが，収入悪化により，２０１８年度末での閉鎖通

告があり，代替策の検討を始めた。

⑤ 事務所及び図書館のパソコン用カラー及びモノクロプリンターの故障については，修理よ

り安価となる特別記念価格製品に入替を行い，また，大学及び法人本部でそれぞれ使用し

ていた同時期導入・同型機の複写機についても経年のため共に故障が頻発する状況であっ

たことから，経費削減・効率性を踏まえ，従前の２台を１台に集約し，大学及び法人本部
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共用の新型機を導入し，経費削減を図った。

⑥ 電話料金については，ＮＴＴからの提案等を踏まえ，アナログ回線を光回線に切り替え，

基本料・通話料の削減を図った。

⑦ 食堂空調及び厨房内施設・設備（こども園給食も調理）については，経年劣化又は保守未

実施等の理由により，交換又は修理・メンテナンスが必要となったことから，一部こども

園の理解・協力を得て実施した。

（ホ）施設・設備管理要員

老朽化した施設設備の保守・管理のため，引き続き，建築時に携わった県内施設・設備関係

の業者に総合的な年間点検・保守業務を依頼し，対応した。

〔今後の（中・長期的な）計画〕

学生会館の建設については，近年の経済状況が厳しいこと等から，寄附金額の鈍化傾向が続いて

おり，目標額には数年を要する見込みである。また，自己資金で建設できる目処が立つまでは，

具体的な建設計画の着手を控える。

Ⅱ 中学校・高等学校

□ 教育関係

(1)重点事業

本校の校訓である「敬神・愛人・自修」を軸に、今年度の目標として「論理的思考力

を育てるⅡ～論理的に思考し、相手に伝え発信できる生徒の育成～」を掲げた。具体的

には、次のようなキリスト教に基づく教育活動を展開した。

「敬神」→「礼拝を大切にする」

神と向き合う、自分と向き合う、他者と向き合う。

「愛人」→「相手を尊重する」

学校行事や生徒会活動を通して、様々な他者と真の人間関係を育む。

コミュニケーション力・ディベート力を身につける。

「自修」→「高い志を持って研鑽する」

夢の実現に向けて努力する。

社会に還元できるように、自分の能力を高める。

あきらめない強い精神力を育む。

①「理数教育の強化」SSH 推進

2013 年 4月より、文部科学省からスーパーサイエンスハイスクール（SSH）として 5

年間の認可を得た。

研究の基礎を学ぶことを目的とした「SSHⅠ」では、生徒の興味関心の向かう対象を

研究者の助言を受けながら、グループで課題研究を行い、発表した。「SSHⅡ」では「SSH

Ⅰ」で行った研究を更に発展させた。また、学校設定科目である「Science in English

Ⅰ・Ⅱ」では、外国人理科教師と日本人理科教師によるティーム・ティーチングで、

生物・化学・物理・地学の各分野からピックアップした事項を英語で学ぶ授業を実施
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した。様々な探究学習を通して、多くの発見があり、生徒たちは啓蒙され、自ら学ぼ

うとする探究意欲が高まった。研究の成果は、2 月 8 日の校内研究成果発表会におい

て発表された。

また、年 3 回実施した「SSH 特別講演会」では、高田研氏、金井麻美氏、宮島亜希

子氏をお迎えして、持続可能な社会の在り方や、理系分野の仕事の楽しさ、また、女

性のキャリアについて学ぶことができた。

環境教育においては、校内で環境への意識を高めるべく、Kids’ISO14000 に基づく

PDCA サイクルによる環境マネジメントに中学 1 年生全員が取り組んだ。また、山梨県

内における再生可能エネルギーの活用について学ぶ県内研修を実施した。高校 2 年生

スーパーサイエンスクラスがドイツ研修を実施し、環境問題への意識を高めるうえで

大変効果のある事業となった。

自然科学部は、さまざまな学会やコンクールで受賞すると共に、地域の小中学生へ

の科学実験ボランティアに意欲的に取り組んだ。環境科学会 2017 年会で優秀発表賞を

受賞、第 61回日本学生科学賞山梨予選大会で県議会議長賞を受賞した。またサイエン

スキャッスル 2017 で 3テーマがリバネス賞を、１テーマが THK 賞を受賞した。

②中学全体で英語を強化し、Special Saturday を実施

今年度も、中学全学年、全クラスで英語を強化した。土曜日には全校で英語礼拝を

実施し、生徒が司会をした。中学 1年と 2 年の全員を対象とする英語研修を実施した。

土曜授業は Special Saturday として体験型、探究型、合教科型の授業を行った。すべ

てのプログラムを通して、論理的思考力、表現力、協働力などの力を育成した。

③「ICT 環境の向上と iPad 使途の拡がり」全学年使用年度

2011 年度から iPad を導入し、2017 年度は導入学年を早め、中学１年生から高校 3

年生までの全員が iPad を個人所有し、教具として幅広く活用した。日々の授業に加

え、中学生は自由研究・職業学習・海外研修にも iPad を使用している。調べ学習、資

料まとめ、プレゼンテーション、プログラミング、多様なアプリの導入など、活用の

場面が多くなっている。

また、高校においても修学旅行に関する事前学習や旅行記作成、部活動での利用も

進んでいる。受験サプリ（予備校の動画配信サービスアプリ）と Classi（模擬試験や

過去問を活用できる学習支援アプリ）等の導入により、個人に合わせた使い方が広ま

ってきている。

地域の小学生を対象とする理数系の講座を山梨県生涯学習推進センターの協力を得

て 2017 年 11 月には恒例となった iPad 講座を中学生が教師役となり実施した。合成動

画をアプリで作成したり、iPad 上でプログラムを組み Sphero SPRK EDITION というボ

ール型ロボットを自由に動かす体験を小学生にしてもらった。また、2017 年 12 月実

施のサイエンスカフェではサイエンスアーケードで Sphero のブースを中学生が担当

し、多くの来場者が楽しくプログラミングに取り組んでいた。

④「国際教育の充実」

カナダ研修、オーストラリア研修、JICA 研修（マレーシア）に加え、SSH ドイツ研
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修を行った。また、韓国梨花女子高校及びメントンガールズグラマースクールの旅行

団を受け入れ、ターム留学生を２名派遣した。

カナダ研修は例年同様豊かな研修となった。海外姉妹校の 3 校については、韓国は

韓国梨花女子高校の旅行団、1 年の交換留学を通して、オーストラリアのガールズグ

ラマースクールの旅行団の受け入れやターム留学を通して、またドイツは SSH 海外研

修を通して実り多い交流が実現した。ロータリークラブより 1 年のイタリア人留学生

を受け入れ、年間を通して交流の機会があった。

⑤「ユネスコスクールとしての活動」

ユネスコ憲章に示されたユネスコの理想を実現し、また平和や国際的な連携を学校

での実践を通じて促進することを目的として設けられ、世界中の学校と生徒間・教師

間で交流し、情報や体験を分かち合うこと等を目的とするユネスコスクールとして、

2012 年 6月 11 日付で、県内私学第 1号として加盟が承認された。これは、「つながる」

をテーマとする本校のこれまでの国際教育・環境教育・ボランティアへの取り組みな

どが高く評価された結果である。2017 年度もユネスコが基本理念としている ESD（持

続可能な社会づくりの担い手を育成するための教育）の考え方を土台とした教育を実

践した。今後も引き続き各学年ホームルームでの国際理解学習や、海外研修を充実さ

せ、ユネスコスクールとしての取り組みを前進させていく。

⑥「互いに育て合う生徒会活動」

2017 年度は「主体的な生徒会活動」を目標とし、学校行事やクラブ活動などに、生

徒の主体性が発揮された。生徒会本部役員が中心となり、生徒会組織としての堅実な運

営がなされている。特に全校に参加を呼びかけたボランティア活動では多くの参加者が

集まり、現地のスタッフとともに主体的な活動ができた。

⑦「生徒支援」

2012 年度に「生徒支援プロジェクト」を立ち上げ、ほっとルームの移転を行った。

2013 年度以降は、特に中学において支援を必要とする生徒が多くなり、プロジェクト

が関わり、外部の助言なども受けながら、悩みつつ熱心に取り組んだ。2017 年度も継

続的に利用する生徒があった。

2018 年度も、引き続き専門家のご指導をいただき、研修会などを通して全教員が基

本的な知識を身につけ学びつつ前進していく。

⑧中学： GTEC、英語検定試験の結果から、全てのクラスにおいて英語コミュニケーショ

ン能力向上の成果が見られた。理系科目強化のため、理科特別実験授業を行った。自学

自習力の向上のためスクールステイを実施した。

・英語教科書：『Progress in English 21』（中学全クラスで使用）

・英語特別研修【2日間】（中 1 、中 2）

・理科特別実験授業【不定期金曜日】 16回実施

・スクールステイ【4 日間】

⑨高校：類型別クラス編成による教育の質的向上を図った。類型別カリキュラムに基づき、

それぞれの生徒の希望進路を実現するための指導を行った。
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グローバルスタディズクラス（SSH 指定クラス）3クラス

スーパーサイエンスクラス（SSH 指定クラス）1 クラス

⑩習熟度別授業により教育の質的向上を図った。

高２の１クラスに習熟クラスを作り、１年間指導を行った。

・高校国語（現代文、古典）：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

・高校英語：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

・高校数学：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

⑪土曜日に Special Saturday（教科横断型学習・中学）、土曜授業（SSH 指定授業・高校）

等を実施し、学力の向上を図った。

⑫教師の生徒理解・指導力等向上のため、学校内外での研修に積極的に取り組んだ。

1)校内研究会

年間テーマ『大学入試改革に向けての教師指導力の向上』

・第 1回『入試改革・教育改革の情報整理』

(株)ベネッセコーポレーション 首都圏営業課の山田浩揮氏を講師に招き、

情報の共有を行った。

・第 2回『国の教育政策と私学』

一般財団法人 私学教育研究所 主任研究員の山﨑吉朗先生を講師に招き、

教育政策について理解を深めた。

・第３回『学習レリバンスを追及した研究授業』

学習レリバンスを追及した研究授業を国語科・社会科・家庭科で行った。

・第４回『キリスト教学校の教師として必要なこと』

キリスト者学生会 総主事の大嶋重徳氏を講師に招き、キリスト教学校に

勤務する者としての心構えについて学んだ。

2)その他の校内研修

・教科会 研究授業の分析・検討

・教科会及び職員会議

中学：外部学力試験結果の分析・検討

高校：模擬試験結果の分析・検討

センター入試結果の分析・検討

3)外部研修

・山梨県私学教育振興会 新任教員研修会

・山梨高大接続に関する研究会

・防災リーダー研修会

・学校安全教室指導者講習会

・やまなし水素シンポジウム

・山梨県学校司書研究会夏季研修会

・思春期メンタルヘルス（自殺予防教育）研修会

・第６８回関東甲信越静学校保健大会
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・第９９回全国算数・数学教育研究大会

・第５９回関東地区新任教師研修会

・大学入学共通テストにおける英語４技能検定試験活用に向けたこれからの進路・教

科指導を考える研究会

・「LINE@」ビジネスセミナー

・中部地区私学教育研修会

・「生徒の論理的思考力を鍛える指導」研究会

・インターアクト指導者講習会

・キリスト教学校同盟関東地区中高研究集会

・SDGs と教育に沿ったワークショップ

・山梨県私立学校生徒指導主任会県外研修

・平成 29 年度学校法人会計基準研修会

・現代文の学習指導法 講演会

・愛知県立刈谷高等学校視察

・東京都立日比谷高等学校視察

・京都府立洛北高等学校視察

・神奈川県立厚木高等学校視察

・山梨県立甲府南高等学校視察

・北杜市立甲陵高等学校視察

・山梨県立韮崎高等学校視察

⑬授業評価、学校評価を実施し、様々な角度から評価・分析し、日々の授業・学校改善を

行った。

⑭6 ヶ年を見通した進路指導の中で生徒の適性を見いだし、進路についての目的意識を持

たせるとともに、それを実現するための学力の定着・向上を図った。

1) 6 ヶ年を見通した進路指導を明確にするため、「キャリアスタディ山梨英和」を刊行・

配布した。

2)各学年に対応した進路指導プログラムを行った。

中 1：メイプルスクール、自由研究準備学習、学力推移調査、医・薬・看護系大学

進学ガイダンス、高 3 合格体験談

中 2：自由研究、職業学習、学力推移調査、医・薬・看護系大学進学ガイダンス、

高 3 合格体験談

中 3：職場体験、進適指導・学力確認テスト、医・薬・看護系大学進学ガイダンス

高 1：スタディサポート、スタディサポート分析学習会、進学相談会、

医・薬・看護系大学進学ガイダンス、大学模擬授業 2 回、高 3 合格体験談

高 2：スタディサポート、進学相談会、医・薬・看護系大学進学ガイダンス、

大学模擬授業 2 回、小論文講座、高 3 合格体験談、一日看護師体験、一日リハ

ビリテーション体験

高 3：スタディサポート、スタディサポート分析学習会、進学相談会、医・薬・看護
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系大学進学ガイダンス、小論文講座、面接マナー講座、志望理由書添削指導、

センター試験出願指導・自己採点指導

3)学年ごとに親子進路学習会を開催し、学年に応じた進路指導・情報提供を行った。

4)長期休業期間及び土曜日を活用して、課外授業、補習授業等を行った。

・中学補習授業【夏季】：中 3年 4 日間

・中学補習授業【冬季】：中 3年 4 日間

・高校課外【夏季】：3日間（高 1-17 名、高 2-11 名、高 3-16 名）

・登校学習会【夏季】：3日間（高 1-102 名、高 2-97 名）

・高校総合学力調査【9月】：1 日間（高 2-97 名）

・高 3土曜課外【通年】：8 回（前期-38 名、後期-12 名）

・Web 授業「スタディサプリ」：通年（高 1-62 名、高 2-12 名、高 3-10 名）

・高校センター試験対策演習【冬季】：2 日（高 3-99 名）

・小論文講座：高 3年 5日間（44名）、高 2年 4日間（27名）

⑮今年度の指導方針「生徒に基本的生活習慣や、ルール、マナーを身につけさせ、生徒の

自己管理能力を高める」を踏まえ、次のとおり生徒指導を行った。

1)登下校時の立門指導を通し、マナー・交通ルール等の指導を行った。

2)生徒への声かけを積極的に行い、教師全体で生徒の様子を把握するよう心がけた。

3)山梨英和大学心理学研究室と連携し、カウンセリングルーム・ほっとルームの機能を

充実させた。

・カウンセラーの配置：毎週火曜日午後、金曜日午後

・大学院生の臨床心理実習：2名

⑯生徒会活動の活性化を促すため積極的に外部との交流を実行した。

・支援学校との交流：わかば支援学校との交流 3回（聖歌隊）

・ボランティア活動参加：あしなが募金、フードバンク協力、チャレンジフェスタ、

サンマ祭り、チャレンジボランティアフォーラム、赤い羽根募金、配食、施設訪問、

など。

・三校交歓会：姉妹校である静岡英和と東洋英和の生徒会同士の交流で静岡英和を訪

問した。

・他校との交流試合：体育局クラブでは他校との練習試合・交流試合を継続的に行っ

た。

⑰国際教育について、重点目標「国際的視野に立って活躍できる生徒を育成する」を踏

まえて、次の事業を行った。

1)姉妹校である韓国梨花女子高校との交流

・交換留学 派遣 1名 受入 1名

・梨花女子高校旅行団交流会・ホームステイ受け入れ 24名

2)希望者カナダ研修（中学・高校） 35 名参加

3)JICA マレーシア研修 47 名参加

4)姉妹校であるオーストラリア・メントン・ガールズ・グラマースクールとの交流
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・21名のメントン旅行団

5)姉妹校であるドイツのシュテッテン・ギムナジウムとの交流

・SSH ドイツ研修旅行で生徒宅へホームステイ 17名

・高 2-4SSH 研究意見交換会

6)ロータリークラブから長期留学生受け入れ

・イタリア 長期 1 名

7)山梨県国際交流課依頼による台湾天主教私立文興高級中学との交流 生徒 36名・引率

8 名受け入れ

⑱クラブ活動や各種検定試験等、生徒の種々な力を伸ばすための具体的な支援を行った。

・全国大会出場：聖歌隊、水泳部、放送部、マンドリン部、自然科学部、スキー同好

会

・関東大会出場：聖歌隊、水泳部、新体操部、自然科学部、スキー同好会、柔道同好

会

・英語検定：3回

【中学】2級 3名、準 2級 25 名、3 級 51 名、4級 31 名、5 級 14 名

【高校】準 1級 4 名、2級 20 名、準 2級 21 名、3 級 3名

・数学検定：1回

【中学】3級 7名、4 級 6名、5級 2名

【高校】準 2級 1 名

・漢字検定：3回

【中学】準 2級 3 名、3級 30 名、4 級 8 名、5級 7 名

【高校】2級 2名、準 2級 6 名、3級 4名、4 級 1名

・日本語ワープロ検定：3 回

【高校】準 1級 1 名、2級 2 名、準 2級 1 名、3級 3 名

⑲本校では生徒に身につけさせたい 3 つの力として、「つながる力」「伝える力」「みずか

ら学ぶ力」を挙げている。生徒自身が主体的に学ぶ過程では、ICT 機器とこの 3 つの

力を身につけることは非常に相性がよい。2011 年 8 月に姉妹校提携を結んだオースト

ラリアの Mentone Girls’ Grammar School とは互いに訪問するだけでなく、iPad の

FaceTime（テレビ電話アプリ）で交流する機会も得た。中学 3 年から参加できるカナ

ダへの語学研修や高校１年の修学旅行では、iPad に日々の活動を記録し研修旅行記を

作成している。事前学習のレポートも含めて関心のあるテーマのつながりが iPad 上で

一つにまとめられるという利点を活かしている。SSH ドイツ研修では、事前学習や研

修中での活用に加えて報告会でも iPad の Keynote（プレゼンアプリ）でまとめたも

のを発表している。

⑳スーパーサイエンスハイスクール（SSH）

「山梨初！女子中高一貫校における女性環境科学者育成プログラム」を掲げて、山

梨大学をはじめ、県内外の大学や研究機関、企業等の協力を得ながらこの事業に取り

組んで来た。5年目となる 2017 度は、全生徒を対象と拡大した。
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すべての生徒が科学的思考により課題研究を実施できるよう、学校設定科目「Global

StudiesⅠ」（高 1、1 単位）「Global StudiesⅡ」（高 2、1 単位）では、批判的思考力

を育成し持続開発目標を教材に地球規模の諸問題について考察した。

また、中学段階では「ジュニア SSH」として合教科型・体験型のカリキュラムを実

施している。中学 2 年生が各自テーマを選んで、一年かけて自由研究に取り組み、ポ

スター発表を行った。この活動が評価され全国学芸サイエンスコンクールにてフジテ

レビ学校特別奨励賞のサイエンス分野社会科自由研究部門を受賞した。スペシャルサ

タデーの授業内で環境の調べ学習を行い、ポスター発表を行った。

一昨年度末に行われた中間評価をふまえて、環境科学を明確に定義し直し、事業

全体でつけたい力について検討するなど、改善を試みた。授業力向上については「学

習レリバンスを追求する授業」の研究を行い、すべての教科で研究授業を行った。

今後も学習指導要領の改訂にともなう「対話的で深い学び」への移行を目指して、

SSH 事業による研究開発を積極的に行う。

（2）教育関係の人事について

①生徒数・授業時間数の減少及び中長期シミュレーションを踏まえて、次のとおり人的

措置を行った。

・ 理科定年退職教員 1名の欠員を、期間採用教諭で補充した。

・ 家庭科常勤講師 1 名を、専任教員に任用した。

②SSH を推進するために、次のとおり人的措置を行った。

・ SSH 教育顧問の任用を更新した。（5 年目）

□ 生徒募集関係

中学入学生 70人、高校入学生 140 人の募集人数を確保するため、昨年度までの入試行

事、入試改革をベースに、入試行事ごとの工夫とさらなる入試改革に取り組んだ。

中学入試行事に関しては、英和デーの春（体験授業）と秋（公開授業）の特長を明示

して参加者増加を図った。入試説明会やスカラシップ対策講座などの 6 年生を対象にし

た行事を 7月～9 月に集め、受験への動機付けを行った。個別入試相談会を 10月以降継

続して行い、受験生・保護者の個々の相談に応じた。

2018 年度入試は中学入学者 60 名、内スカラシップ選考合格者 3 名となった。2019 年

度入試に向けては、一般入試Ⅰの日程を変更し、受験者増を図る。

小学校はもちろん、教会や塾、バレエ、水泳、ピアノ教室等に対し山梨英和の教育へ

の理解を深めていただけるようアピールし、行事案内の協力を依頼する。

2018 年度高校入試では、昨年までと同様、推薦入学での優秀な生徒確保めざしたが、

推薦入学者は 15 名（学業特待生 1 名を含む）にとどまった。一般入試出願者は 113 名と

増加し、単願での入学者は 9 名、公立高校との併願からの入学者は 18 名となった。高校

入学者は、公立中学校より 42名と内部生 60名の計 102 名という結果であった。2019 年

度入試に向けては、推薦入試の日程を変更し、受験生増を図る。

中学校訪問の時期、回数を精選し、公立中学校の先生との信頼関係を築き、推薦入学
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者や単願入学者の増加を図る。ただ、少子化、英和中学生の生徒数の減少もあり、今後

高校募集にもさらに力を入れていかなければならない。

英検による受験料の優遇については、2018 年度入試より中学入試の免除対象を英検 3

級以上と緩和し、対象者となる受験生 10 名（昨年比＋8名）を得た。

（1）小学生・保護者対象のイベントを行った。

・春の英和デー（体験授業）

・秋の英和デー（授業公開・学校説明会）

・公文生対象学校説明会

・ナイト学校説明会

・祖父母･保護者対象 学校説明会

・入試説明会 3 回

・スカラシップ対策講座(2 日間)

・個別入試相談会（のべ 30 日）

・学園祭一般公開

・英語体験講座 3回

・ハンドベル講座（主催:県生涯学習推進センター）

・理科実験講座 2回（主催:県生涯学習推進センター）

・iPad 体験講座（主催:県生涯学習推進センター）

（2）中学生・保護者対象のイベントを行った。

・学園祭一般公開

・オープンキャンパス体験授業

・個別入試相談会（のべ 30 日）

・ナイト学校説明会

・高校公開授業・学校説明会 2 回

・入試説明会 2 回

・ナイト入試説明会 1回

（3）その他、次のイベントを行った。

・塾教師対象入試説明会

・小学校教師対象入試説明会

・中学校教師対象入試説明会

・ホームカミング 20 年同窓会

（4）受験生・保護者を学園祭などの行事に招待するなど、本校教育に対する理解の場を設け

た。

（5）全教員がそれぞれの担当する小学校・中学校への訪問を精力的に行い、受験指導に当た

る先生方への理解を求め、本校受験への協力を依頼した。

（6）全教員がそれぞれの担当する塾等の訪問を行い、本校受験への協力を依頼した。併せて、

受験生の県内情勢の把握・分析に努めた。

（7）新聞広告を掲載し、本校教育に対する理解の場を設けた。
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・2019 年度新聞広告では、同窓会の協賛紙面を企画する（新規事業）

（8）授業公開、印刷物・HP・SNS・掲示等の活用による情報公開を推進し、本校へのより深

い理解を得られるようにした。

・LINE@による中学入試行事案内（新規事業）

・ホームページ（2019 年度リニューアル予定）

・スーパーサイエンスハイスクールの活動を周知するため「SSH 通信」をイベントに参

加した小学生・中学生に配布した。

（9）在校生保護者、同窓生、教会に PR活動を依頼した。

・小学生・中学生「紹介カード」による情報提供

・ポスター・チラシの掲示配布の協力

・同窓生・姉妹などの入学金減免の告知

□ 施設、設備関係

老朽化した施設設備の点検・改修計画を行った。また、校舎統一に向けて、プロジェ

クトチームを発足し、基礎調査を行った。

（1）老朽化した施設・設備を維持するために点検を行い、必要な修理、備品の購入等を行っ

た。

①中学

・個別エアコン修理

・冷温水発生機修理

②高校Ⅲ号館

・受水槽給水バルブ修理

④高校Ⅱ号館

・受水槽給水バルブ修理

⑤第二体育館

・床塗装、ライン引き

⑥地下通路

・壁面塗装

・ＬＥＤ化

⑦プール棟

・真空ボイラー・マイコンコントローラー補修

⑧G チャペル

・照明取替工事

⑨夢見山グラウンド

・浄化槽修理

⑩備品購入等

・高校断裁機

・双眼実体顕微鏡
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（2）SSH 設備整備の一環として、気象データ観測機、３Ｄプリンタ、レーザーカッターを購

入した。

（3）老朽化及び利用者の低下などにより、スクールバス 3 路線のうち、2017 年度をもって

甲府・笛吹循環線を廃止とした。

Ⅲ 認定こども園

□ はじめに

2015 年 4月から始まった子ども・子育て支援新制度を受けて山梨英和学院は三つの幼稚園を

認定こども園とすることを決断した。新制度下での認定こども園への移行は大きなチャレンジ

であったが、建学の精神に基づいて、こども達の最善の利益をはかり、子育てにいそしむ保護

者の課題に参与し、地域社会の保育ニーズにもこたえることを通して、山梨英和学院に託され

ているキリスト教教育(保育)の使命達成を果たすことを願ってきた。今年度、その内実をさら

に豊かにするべく、幼稚園型認定こども園であった山梨英和カートメルこども園と山梨英和ダ

グラスこども園の両園は幼保連携型認定こども園に移行した。これにより山梨英和学院のこど

も園は 3 園とも同じ累計の認定こども園となった。

□ 保育・教育関係

（１）重点事業

[当該年度の計画]

① 保育機能施設を併せ持つ幼稚園型認定こども園から、幼保連携型認定こども 園に移行

することを受け、これまでの実績と経験を踏まえ、さらに指針、根拠となる幼保連携型認

定こども園教育・保育要領によりを踏まえつつ、就学までの一貫した教育・保育を、キリ

スト教信仰に基づいて行う。

② 幼保連携型認定こども園としてふさわしい環境の整備、構成をはかった。

③山梨英和カートメルこども園の防犯機能強化ための改修工事を行った。

④ 非常勤の臨床心理士を配置して保育教諭、保護者のケア、ニーズなど応えられるようにつ

とめた。

⑤ こどもたちの発達段階や「しょうがい」また家庭環境などを理解し、必要な他の施設や事

業者、専門家との連携を密にとり、こどもも保護者も保育教諭も安心して課題に向き合え

る体制の構築につとめた。

⑥ 各種教育・保育、子育てプログラムの充実をはかった。

⑦ こどもたちの様々な力をのばし、また保護者のニーズにもできる限り応えるようプログラ

ムを工夫した。

⑧ 自然に親しむ機会、食への関心、地域の方々との交流など、こども達が様々な体験や出会

いを通して学ぶことにより創造力や感受性、知的好奇心などが豊かに養われるようにつと

めた。
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⑨ 研修の機会を増やすことで保育教諭としての技能の向上をはかり、同僚性の一層の確保を

実現し、質の高い保育・教育を提供できるようにつとめた。特に「気になるこども」、「し

ょうがい」を持つこどもに関する対応ケアのスキルアップと保育の強化に重点を置いた。

⑩ 子育て中の保護者を対象とした支援事業を行うことで認定こども園としての課題に応え、

それを通して山梨英和学院が目指すものの浸透をはかった。

⑪ 保護者や職員が建学の精神であるキリスト教の信仰の基である聖書に親しみ学べる機会

を設けるようつとめた。

⑫ 地域の子育て支援の拠点としての場を提供することで地域社会への奉仕を目指した。

⑬ 地域の高齢者、児童との交流をはかった。

⑭ 保幼少の連携の構築を目指した。

⑮ 新制度の運用の実施主体である市町との連携、協力体制の一層の確立につとめた。

⑯ 山梨英和学院の他の部門との連携、協力を一層密なものとして地域に貢献することはかっ

た。

[今後の（中・長期的な）計画]

① 建学の精神を堅持しつつ、こども・子育てにかかわる行政の動きに的確に対応し、幼保

連 携型認定こども園としての一層の機能強化をかかり、地域に貢献できる園となるこ

とを目指す。

② 笛吹市の子育て支援拠点事業を行っている山梨英和プレストンこども園の実践のさらな

る展開。

③ カートメル、ダグラス両園における子育て支援活動の事業構想の構築。

子どもとその家族を切れ目なく支援できる認定こども園としての構築。

（２）保育・教育関係人事

① 認定こども園としての適切な職員の配置と充実をはかり、専任職員の採用計画を立てて

実施した。

② 地震・災害対策及び防犯対策、救命救急等について学び、定期的な訓練を行うなど必要な

対策を講じてきた。

③ 施設型給付による処遇改善Ⅰを実施し、処遇改善Ⅱに関しての対応を行った。

④ 小学校との接続プログラムの構築を目指し交流活動を行った。

□ 園児募集関係

① 丁寧な保育を行い、保護者との良好な関係を構築し、山梨英和としての特色ある保育・教

育を実践することで評価される園となることを通して、園児の確保をはかった。

② ホームページなど広報メディアを充実させ園からの情報発信を適切に行うことにより園

児募集活動につなげた。

③ 山梨英和プレストンこども園は笛吹市の子育て支援拠点事業として、また他の２園は

行政や地域の子育て支援センター等のとのかかわりを持つことで、認定こども園とし

ての山梨英和の認知度を高めるようにつとめた。
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④ 子育てにかかわる人たちが集える場を積極的に設け、様々な集会、活動等を行って山梨

英和学院の認定こども園の存在と働きを積極的に伝えるようつとめた。

⑤ 園児、卒園児、未就園児の保護者個人、また父母の会等を通じて、入園希望者の情

報を積極的に入手して、園児募集に生かすようつとめた。

□ 施設、設備関係

① 山梨英和カートメルこども園は防犯フェンス等の改修工事を行った。

② 園児の安全確保のための施設、設備、遊具等の点検を行い、必要な個所の補修・改修、

整備、および危険個所・物品の撤去を行った。

③ 経年劣化、不具合箇所の修繕を行った。

□ 全体

少子化が進むきびしい現実にある中、山梨英和学院の認定こども園３園は幸いにしてほぼ利

用定員に近い人数が与えられ、安定した運営を行うことができた。これは建学の精神に基づく

質の高いキリスト教保育・教育を提供すべく、こどもと保護者一人一人に丁寧に寄り添ってき

た職員の尊い働きに負うところ大である。これにより３園はそれぞれが保護者によって選ばれ

る園となることができ、園児の確保がはたされ、その結果経営面での運営の安定を図ることが

できた。職員の労に報いるためにも、今後は、その処遇の改善はもとより、よりよい施設・環

境・勤務体制等の整備、構築、充実に努めることが課題である。

質の高い保育・教育を行うには職員の研鑽と相互の協力が欠かせない。また精神的な安定、

身体の健康が必要である。そのための労働環境の整備は当然のことであるが、その大前提とし

て、山梨英和学院の建学の精神であるキリスト教信仰の涵養と、その一番の基盤である聖書の

学び、保育・教育のスキル向上のための研修、職員間の円滑な意思疎通をはかるための工夫、

子どもとその保護者が抱いている諸課題への理解を深めて、適切な対応ができるようにするの

が何よりも大切であると考えてつとめてきたが、一方で保育現場の多忙さ、職員の勤務体制の

問題などがあり、必ずしも十分にその課題を全員が等しく果たせなかったという反省点もある。

子ども・子育て支援新制度についての理解や認定こども園の理念、幼保連携型認定こども園

教育・保育要領等の十分な読み込み、理解が必ずしも現場の全職員のものとなっていないこと

も課題として残っている。今後は子育て、保育、教育にかかわる諸課題にさらに適切にかかわ

れる技能の一層の向上獲得をめざし、あわせて職員間の同労者としての協力体制、一体感、チ

ームとしてキリスト教保育・教育を展開できる組織、団体となっていきたいと願っている。

Ⅳ法人本部

□理事・評議員の選任・辞任

・2017 年 1 月 20 日（金）に開催した 1 月定期理事会において、河西悠事務局長・理事・評議

員・常務理事の辞任に伴う次期事務局長・理事・評議員・常務理事を選任した。（任期 2017

年 6月 1 日から 2021 年 3月 31 日まで）
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・2017 年 5 月 26 日（金）に開催した 5 月定期理事会において、理事・評議員・常務理事の辞

任に伴う次期理事・評議員・常務理事を選任した。（任期 2017 年６月 1 日から 2020 年 3月

31 日まで）

・2017 年 7 月 21 日（金）に開催した 7 月定期理事会において、評議員の辞任に伴う次期評議

員を選任した。（任期 2017 年 7 月 22 日から 2020 年 3月 31 日まで）

・2018 年 1 月 26 日（金）に開催した 1 月定期理事会において、院長・理事・評議員・常務理

事の辞任（2018 年 3 月 23 日付）を承認した。

・2018 年 1 月 26 日（金）に開催した 1 月定期理事会において、理事・評議員・常務理事の辞

任（2018 年 3月 31 日付）に伴う次期理事・評議員・常務理事を選任した。（任期 2018 年 4

月 1 日から 2020 年 3 月 31 日まで）

□院長の選任

2018 年 3月 23 日（金）に開催した 3 月定期理事会において、院長を選任した。（任期 2018

年 3月 23 日から 2020 年 3 月 31 日まで）

□財務顧問の選任

2017 年 7 月 21 日（金）に開催した 7 月定期理事会において、財務顧問（学校法人山梨英和

学院組織規程第 3 条）を選任した。（任期 2017 年 7月 21 日から 2018 年 3 月 31 日まで）

□理事会の開催

理事会を 6回（５月・７月・９月・１１月・１月・３月）開催した。

□評議員会の開催

評議員会を 3回（５月・９月・３月）開催した。

□常務理事会の開催

常務理事会を 11 回（4 月・5月・6月・7 月・9 月・10 月・11 月・12 月・1月・２月・３月）

開催した。

□２０１７年度山梨英和学院教職員修養会

５月２０日（土）に中学校・高等学校グリンバンクチャペルにおいて、「キリスト教学校に求

められていること」を主題として、第１部 開会礼拝「瓦を破って」と題した説教、第２部

「アブラハムの一生から考える」と題した講演及び第３部新任教職員紹介を行った。

□２０１７年度山梨英和学院教職員クリスマス礼拝

１２月２日（土）に大学グリンバンクホールにおいて、日本キリスト教団山梨教会牧師によ

る「彼らは変わった」と題したクリスマスメッセージにより学院教職員クリスマス礼拝を行

った。

□２０１７年度(第１５回)三英和懇談会

２０１７年 7 月１５日(土)山梨英和大学において、旧カナダ・メソジスト教会との関わりを

もって設立された東洋英和女学院・静岡英和学院との三英和懇談会を ４１名(東洋英和 12

人・静岡英和 11 人・山梨英和 18 人)の出席者により、礼拝、全体会、分団協議等を行った。



３ 財務の概要

（１） 資金収支計算書

（単位：千円）

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

科 目 （H25） （H26） （H27） （H28） （H29）

学生生徒等納付金収入 1,352,489 1,254,336 1,243,048 1,170,502 1,039,660

手数料収入 17,874 16,431 16,447 13,058 13,966

寄付金収入 28,050 31,129 27,718 33,937 35,328

補助金収入 505,060 488,417 660,350 677,259 631,112

資産売却収入 905 994 86,385 13,061 95,894

付随事業・収益事業収入 31,530 32,387 24,521 24,362 24,472

受取利息・配当金収入 1,115 1,171 1,228 846 678

雑収入 114,627 97,341 101,689 91,419 61,383

借入金等収入 0 0 0 0 0

前受金収入 153,789 151,851 142,250 117,368 139,746

その他の収入 555,749 575,909 537,029 601,898 532,944

資金収入調整勘定 △301,440 △230,461 △ 287,842 △ 221,751 △ 184,009

前年度繰越支払資金 1,193,397 1,321,144 1,395,309 1,591,760 1,576,156

収入の部合計 3,653,145 3,740,649 3,948,132 4,113,720 3,967,329

人件費支出 1,179,013 1,143,390 1,190,693 1,196,059 1,164,217

教育研究経費支出 425,102 387,005 401,549 387,999 318,020

管理経費支出 99,163 104,098 97,393 91,213 101,957

借入金等利息支出 2,286 1,947 1,137 632 462

借入金等返済支出 34,074 34,074 34,074 34,074 34,074

施設関係支出 28,746 17,244 7,552 35,691 16,460

設備関係支出 39,210 22,116 40,773 27,443 8,321

資産運用支出 85,685 228,618 168,873 349,032 137,887

その他の支出 465,909 460,266 473,631 485,057 504,665

資金支出調整勘定 △27,189 △53,418 △ 59,303 △ 69,637 △ 52,695

次年度繰越支払資金 1,321,144 1,395,309 1,591,760 1,576,156 1,733,961

支出の部合計 3,653,145 3,740,649 3,948,132 4,113,720 3,967,329

（注1）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

（注2）2014年度以前の決算については、学校法人会計基準の一部を改正する省令（平成25年4月22日文部科学省令第15号）

第一号様式（第12条関係）にしたがって組み替えています。

資金収支計算書（2013～2017年度）

年 度
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（２） 活動区分資金収支計算書
活動区分資金収支計算書（2017年度）

（単位：千円）
2017年度
（H29年度）

学生生徒等納付金収入 1,039,660
手数料収入 13,966
特別寄付金収入 29,292
一般寄付金収入 5,536
経常費等補助金収入 621,560
付随事業収入 24,472
雑収入 61,383
教育活動資金収入計 1,795,869
人件費支出 1,164,217
教育研究経費支出 318,020
管理経費支出 101,950
教育活動資金支出計 1,584,187

211,682
5,145

216,827

施設設備寄付金収入 500
施設設備補助金収入 9,552
施設整備等活動資金収入計 10,052
施設関係支出 16,460
設備関係支出 8,321
施設設備等引当特定資産繰入支出 20,823
施設整備等活動資金支出計 45,605

△ 35,553
12,129

△ 23,424

193,403
有価証券売却収入 95,894
第3号基本金引当特定資産取崩収入 0
退職給与引当特定資産取崩収入 0
その他の特定資産取崩収入 22,398
奨学貸付金回収収入 1,434
預り金受入収入 409,670
修学旅行費等預り金受入収入 15,043

3,216
846
622

小計 549,123
受取利息・配当金収入 678
その他の活動資金収入計 549,801
借入金等返済支出 34,074
その他の引当特定資産繰入支出 117,064
預り金支払支出 408,057
修学旅行費等預り金支払支出 21,222

3,483
850
622

小計 585,372
借入金等利息支出 462
過年度修正支出 7
その他の活動資金支出計 585,841

差 引 △ 36,040
調整勘定等 441
その他の活動資金収支差額 △ 35,599

支払資金の増減額（小計+その他活動資金収支差額） 157,805

前年度繰越支払資金 1,576,156

翌年度繰越支払資金 1,733,961

（注1）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

（注2）学校法人会計基準の一部を改正する省令(平成25年4月22日文部科学省令第15号)

第一号様式(第12条関係)にしたがって資金収支計算書の付表として作成が義務づけられました。
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（３） 事業活動収支計算書
事業活動収支計算書（2013～2017年度）

（単位：千円）

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

（H25） （H26） （H27） （H28） （H29）

学生生徒等納付金 1,352,489 1,254,336 1,243,048 1,170,502 1,039,660

手数料 17,874 16,431 16,447 13,058 13,966

寄附金 32,869 34,281 28,138 24,046 35,421

経常費等補助金 493,799 485,714 646,601 663,858 621,560

付随事業収入 31,530 32,386 24,521 24,362 24,472

雑収入 114,871 99,951 101,689 95,071 62,087

教育活動収入計 2,043,432 1,923,099 2,060,444 1,990,898 1,797,166

人件費 1,157,258 1,140,131 1,197,385 1,180,832 1,159,890

教育研究経費支出計 582,724 546,521 566,590 542,064 465,747

管理経費支出計 117,057 122,304 111,408 106,036 115,270

徴収不能額等 836 797 296 250 0

教育活動支出計 1,857,875 1,809,753 1,875,679 1,829,182 1,740,908

教育活動収支差額 185,557 113,346 184,765 161,716 56,258

受取利息・配当金 1,115 1,171 1,228 846 678

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

教育活動外収入計 1,115 1,171 1,228 846 678

借入金等利息 2,286 1,947 1,137 632 462

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 2,286 1,947 1,137 632 462

教育活動外収支差額 △ 1,171 △ 776 91 214 216

経常収支差額 184,386 112,570 184,856 161,930 56,474

資産売却差額 0 27 0 0 57,124

その他の特別収入 11,261 2,703 17,654 26,170 13,639

特別収入計 11,261 2,730 17,654 26,170 70,763

資産処分差額 13,949 4,520 10,048 7,759 3,862

その他の特別支出 0 0 31 7

特別支出計 13,949 4,520 10,048 7,790 3,870

特別収支差額 △ 2,688 △ 1,790 7,606 18,380 66,893

181,698 110,780 192,462 180,310 123,367

△ 59,798 △ 60,107 △ 11,161 △ 77,212 △ 49,643

121,900 50,673 181,301 103,097 73,725

△ 2,028,473 △ 1,896,988 △ 1,842,166 △ 1,660,304 △ 1,520,612

9,585 4,149 561 36,595 753

△ 1,896,988 △ 1,842,166 △ 1,660,304 △ 1,520,612 △ 1,446,134

（参考）

事業活動収入計 2,055,808 1,927,000 2,079,326 2,017,915 1,868,607

事業活動支出計 1,874,110 1,816,220 1,886,864 1,837,605 1,745,240

（注1）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

（注2）2014年度以前の決算については、学校法人会計基準の一部を改正する省令（平成25年4月22日文部科学省令第15号）

第一号様式（第12条関係）にしたがって組み替えています。
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（４） 貸借対照表

（単位：千円）

2013年度末 2014年度末 2015年度末 2016年度末 2017年度末

（H25） （H26） （H27） （H28） （H29）

固定資産 10,545,935 10,594,790 10,507,884 10,701,893 10,683,502

有形固定資産 8,782,991 8,647,250 8,515,412 8,408,794 8,273,067

特定資産 1,633,635 1,825,769 1,858,044 2,167,595 2,289,263

その他の固定資産 129,309 121,771 134,428 125,505 121,172

流動資産 1,530,447 1,562,928 1,814,504 1,723,013 1,831,768

資産の部合計 12,076,382 12,157,718 12,322,388 12,424,906 12,515,270

固定負債 468,615 428,745 401,363 348,917 310,435

流動負債 245,301 255,726 255,316 229,971 235,449

負債の部合計 713,916 684,471 656679 578,888 545,885

基本金 13,259,454 13,315,413 13,326,013 13,366,631 13,415,520

第１号基本金 13,093,454 13,149,413 13,160,013 13,233,631 13,282,520

第４号基本金 166,000 166,000 166,000 133,000 133,000

繰越収支差額 △1,896,988 △1,842,166 △1,660,304 △1,520,612 △1,446,135

純資産の部合計 11,362,466 11,473,247 11,665,709 11,846,018 11,969,386

負債及び純資産の部合計 12,076,382 12,157,718 12,322,388 12,424,906 12,515,270

（注1）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

（注2）2014年度以前の決算については、学校法人会計基準の一部を改正する省令（平成25年4月22日文部科学省令第15号）

第一号様式（第12条関係）にしたがって組み替えています。
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４ その他

用語解説

□ 計算書について

「資金収支計算書」

資金収支計算書は、当該年度に行った諸活動に対応するすべての資金の収入・支出の内容と支払

資金の収入・支出のてん末を明らかにしたものです。これにより学校法人のキャッシュフローの状況

を把握することができます。

「活動区分資金収支計算書」

活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書の付表として、資金の動きを教育・施設整備等・その

他の 3 つの活動に分類し、活動区分ごとの資金の流れを明確に把握することができます。

「事業活動収支計算書」

事業活動収支計算書は、当該年度の収益・費用の内容及び均衡の状態を明らかにしたものです。

基本金の組入を除けば、企業会計の損益計算書と変わりがないものです。これにより学校法人の財

務の状況を把握することができます。

「貸借対照表」

貸借対照表は、決算時（年度末）における資産、負債、純資産を対照表示するもので、学校法人の

財政状態を明らかにするものです。

□ 計算書の項目について

・資金収支及び事業活動収支計算書に共通して表れる主な科目

「学生生徒納付金」

授業料、入学金など学生生徒等が納入したもので、収入の大きな割合を占めます。

「手数料」

入学検定料や証明書発行手数料などです。

「補助金」

国や地方公共団体からの助成金です。

「付随事業・収益事業」

課外講座の開講に伴う受講料収入や外部機関からの依頼に基づく受託研究収入などです。

・資金収支計算書のみに表れる主な科目

「資金調整勘定」

資金収支計算において当該年度の支払資金の動きを明らかにするため設けられた資金の調整勘

定です。収入の部「資金収入調整勘定」においては期末未収入金（翌年度以降に入金される収

入）と前期末前受金（前年度の入学金や授業料など前年度までにすでに受入れている収入）です。

また、支出の部「資金支出調整勘定」では、期末未払金（翌年度以降に支払う支出）と前期末前払

金（前年度までに支払った支出）です。

「施設関係支出」

土地、建物、構築物などの取得費用です。

「設備関係支出」

教育研究用機器備品支出、管理用機器備品支出などです。

・事業活動収支計算書のみに表れる主な科目

「基本金組入額」

学校法人が諸活動を行っていくために必要な資産を継続的に維持するための金額であり、事業

活動収入から組入れられます。学校法人会計基準では以下の４つの基本金が定められていま

す。

第１号基本金：設立や規模拡大のために取得した固定資産の価額

第２号基本金：将来取得する固定資産の取得に充てる金銭その他の資産の額

第３合金本金：基金として継続的に保持し、運用する金銭その他の資産の額
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第４号基本金：恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣が定める額

□ 学校法人会計の特徴と企業会計との比較

企業の代表的組織形態である株式会社は、株主の会社への出資によりされています。この出資は、

会社の細分化された持分を表すことになります。これに対して学校法人には出資という概念はありま

せん。設立は寄付によって行われ、学校法人に対する持分が外部に生じることはありません。これは、

教育の独立性を担保するものであり、所有者の意向を受けて、教育が偏ることを防止していると言え

ます。このような違いから、企業における根本原則は定款と呼ばれていますが、学校法人では寄付行

為と呼ばれています。

学校法人は、4 つの原則（真実性の原則・複式簿記の原則・明瞭性の原則・継続性の原則）により

会計処理を行い、計算書類を作成しなければならないとされていますが、企業会計の原則にも同様

の一般原則があり、基本的には同じです。

ただし、私立学校法に定められた収益事業を行う学校法人においては、それに係る会計処理およ

び計算書類の作成は、一般的に公正妥当と認められる企業会計の原則に従って行われなければな

らないとされています。


